
地域医療構想推進のための取組

第11回地域医療構想及び医師確保計画に
関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ
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重点支援区域の事例（置賜区域の場合）
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平成29年度

・米沢市地域医療連携あり方委員会を設立し、米沢市立病院と三友堂病院の再編・統合による機能分化（案）を策定する
・両病院とも新築移転を前提に協議を行う

平成30年度

・平成30年度第１回病床機能調整ワーキングにて、米沢市立病院、三友堂病院の医療機能のあり方について説明する
・平成30年10月、米沢市立病院新病院建設基本構想の改訂
・平成31年３月、米沢市立病院、三友堂病院新病院建設基本計画の策定 ※両病院は併設して設置されることに決定

令和元年度
・厚生労働省より、両病院の再編・統合事業について、具体的対応方針の再検証が行われる
・設計事務所選定

令和２年度

・令和２年６月、米沢市立病院、三友堂病院新病院建設基本設計の完成
・第１回置賜地域保健医療協議会にて、両病院の統合・再編事業に対する重点支援区域申請に係る協議が行われる
・第２回置賜地域保健医療協議会にて、米沢市立病院、三友堂病院、三友堂リハビリテーションセンターの再編・統合の協議

が行われ承認され、山形県医療審議会に諮られた。
・令和３年１月、重点支援区域に選定 ※国から技術的、財政的支援

・施工業者選定

令和３年度

・令和３年４月、都市再生特別措置法に基づく、都市再生整備計画（米沢市中心地区）に米沢市立病院・三友堂病院新病院
建設事業を位置づけ
※地区都市整備計画への位置づけは、都市構造再編集中支援事業費補助金の補助要件

・令和３年６月、米沢市立病院、三友堂病院新病院建設実施計画の完成
・令和３年６月、（独）福祉医療機構より建物建築に係る優遇融資の内定（地域医療構想達成を推進するための優遇融資）
・令和３年６月、工事着工

令和４年度

・令和５年２月、再編計画の厚生労働大臣の認定に向け、地域医療構想調整会議で協議
※認定再編計画に基づき取得した土地・建物について登録免許税、不動産取得税が1/2となる税制優遇措置
（再編計画の認定に基づく地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置）

令和５年度

・令和５年７月、米沢市立病院側の解体・外構工事着工（予定）
・令和５年11月１日、新病院開院（予定）
・同年同月、地域医療連携推進法人設立（予定）

※医療介護総合確保基金において、地域医療連携推進法人の立上げに係る経費について支援可能。

財政支援等

財政支援等

金融・税制優遇

金融・税制優遇

財政支援等



1．医療機関の併設による連携強化



医療機関の併設の事例①
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【併設の経過】
平成23年 埼玉県知事及びさいたま市長が共同記者会見

を行い、さいたま赤十字病院と埼玉県立小児医療
センターをさいたま新都心第８-１Ａ街区へ移転

する計画を発表
平成25年 新病院着工
平成28年 埼玉県立小児医療センター病院新開院
平成29年 さいたま赤十字病院新開院

所在地：さいたま市岩槻区
病床数：300床

所在地：さいたま市中央区
病床数：605床

所在地：さいたま市中央区
病床数：316床 ※小児救命救急センターを新設

所在地：さいたま市中央区（旧施設から約１km）
病床数：632床（現在は638床）※高度救命救急センターとして機能を強化

移転新築前
移転新築後

併
設

移転
新築

※総合周産期母子医療センターを協同運用

埼玉県立
小児医療センター

さいたま
赤十字病院

平成23年 埼玉県知事及びさいたま市長が共同記者会見を行
い、さいたま赤十字病院と埼玉県立小児医療セン
ターをさいたま新都心第８-１Ａ街区へ移転する計
画を発表

平成25年 新病院着工

平成28年 埼玉県立小児医療センター病院新開院

平成29年 さいたま赤十字病院新開院

さいたま赤十字病院埼玉県立小児医療ｾﾝﾀｰ

経緯

○埼玉県の課題であった医師不足や周産期・救急医療の拠点不足問題の解決を図るため「さいたま新都
心医療拠点」として整備が決定した。

○埼玉県立小児医療センター（以下「小児医療センター」という。）とさいたま赤十字病院は、重なる
診療部門が少なく、双方連携することで相乗効果があるということで検討が進んだ。

医療機能の分化・連携

○両院で総合周産期母子医療センターを設立し、小児医療センターはNICUを15床→30床へ増床、さい
たま赤十字病院は母胎胎児集中治療室を新設し、県内のあらゆるハイリスク母胎・ハイリスク新生児
への対応が可能となり、都内に流出していた患者を、埼玉県内で対応できるようにした。

○ハイリスク分娩については、小児医療センターのNICUの医師がさいたま赤十字病院の分娩室に立ち
会って出産介助をしている。また、NICUの医師がさいたま赤十字病院の出産前訪問を実施している。
毎週、小児周産期エリアのカンファレンスルームで共同カンファレンスを行っている。

○生体肝移植についても連携を図っており、建設計画時より将来的な利用を見越していたため、建築上
連携のしやすい構造となっている。

○低層階部分は廊下で連結している。救急救命センター（１階）、受付（２階）、手術室・救急系病棟
（４階）、周産期病棟（５階）、福利厚生部署（６階）が配置されている。

施設共用の状況
○さいたま赤十字病院側のヘリポートと職員食堂、小児医療センター側の職員休憩室や職員用保育園が
共用となっている。院内スマホは、両病院内で通話可能。



医療機関の併設の事例②

経緯

○舞鶴市は日本海側国防の軍港都市として発展した歴史的な背景から、国立病院機構舞鶴医療センター、国家公

務員共済連合会舞鶴共済病院、舞鶴市民病院、舞鶴赤十字病院の公的医療機関４病院が設置されている。

○舞鶴市民病院において、常勤医師減少に伴う入院患者数の減少、経営状況が悪化する中で、「新たな中丹地域

医療再生計画」に基づき、単に４病院の再編統合といった議論に帰結せず、各病院の特色を活かした機能分化

連携の基盤を整備し「あたかも一つの総合病院」として機能する基盤を整備した。

医療機能の分化・

連携

○4つの病院に分散していた医療機能を選択し集中させるため、４病院の機能を分化し、脳疾患に対応する脳卒

中センター、ハイリスク出産に対応した周産期サブセンター、心臓疾患に対応する循環器センター、リハビリ

テーションセンター等に機能を分化し、役割分担を明確化した。

• 舞鶴赤十字病院は整形外科が充実している特徴を活かしたリハビリテーションセンターを担う。

• 舞鶴市民病院は、超高齢化社会を見据え、かねてより地域で不足していた慢性期機能、後方支援病院として３

病院の後方支援の役割を担う。

○「選択と集中、分担と連携」による公的病院の連携体制を強化した。

○入院患者の転院等の場合に渡り廊下を利用し患者の受け渡しを行っている。

施設共用の状況 ○舞鶴市民病院の給食施設については、舞鶴赤十字病院側で共用となっている。

【併設の経過】
平成19年 舞鶴市地域医療あり方検討委員会 設置

→公的４病院を１ないし２病院に統合する答申を発表
平成20年 中丹地域医療再生計画を作成

→舞鶴共済病院を除く公的３病院の再編を進める内容
平成21年 舞鶴市公的病院再編推進委員会 設置
平成23年 市が京都府に中丹地域医療再生計画を見直しを申し入れ

第1回中丹地域医療再生計画に係る関係者会議
平成24年 新たな中丹地域医療再生計画 策定

→各病院の特色を活かした「あたかも一つの総合病院」とした
基盤整備

平成25年 一般財団法人舞鶴地域医療連携機構 設立
平成26年 舞鶴赤十字病院に隣接する現在地に、医療療養病床100床に

特化した医療療養型病院（※外来・救急対応なし）として
新築・移転

移転後

舞鶴赤十字病院
198床

新築移転 舞鶴市民病院
100床（療養病床）

渡り廊下で
連結

移転前

舞鶴市民病院
198床（一般病床）

舞鶴赤十字病院
198床 機

能
分
化

舞鶴市民病院

舞鶴赤十字病院
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給食施設の
共用



２．まちづくりの観点からの地域医療構想の推進



まちづくりの観点からの地域医療構想の推進事例

○ 福島県・県北地域では、急性期病床が過剰で回復期病床が不足していた。そのため、平成30年１月に大原医療セン
ターの急性期分野を大原綜合病院に集約。同時に、大原医療センターに地域包括ケア病棟と回復期リハビリテーション
病棟を開設。急性期の大原綜合病院と回復期の大原医療センターが役割分担して地域医療に貢献。

○ 大原綜合病院の開院及び大原医療センターの病棟開設に当たって、地域医療介護総合確保基金のⅠー１（地域医療構
想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業）を活用。

○ また、大原綜合病院は移転新築に当たって、福島県福島市の都市再生整備計画に位置付けられた都市機能誘導区域内
の基幹的誘導施設として、国土交通省の補助金も活用。

大原綜合病院
（ 4 2 9床）

急性期 429床

回復期 ０床

機

能

別

内

訳

大原医療センター
（ 1 9 5床）

合計： 6 2 4床

移転新築 新病棟開設

合計： 5 4 3床
（▲ 8 1床）

急性期：▲ 2 7 1床
回復期：＋ 1 9 0床

病床の状況

再
編
前

再
編
後

各医療機関の位置関係

急性期 195床

回復期 ０床

機

能

別

内

訳

急性期 624床

回復期 ０床

機

能

別

内

訳

急性期 353床

回復期 190床

機

能

別

内

訳

大原綜合病院
（ 3 5 3床）

急性期 353床

回復期 ０床

機

能

別

内

訳

大原医療センター
（ 1 9 0床）

急性期 0床

回復期 190床

機

能

別

内

訳
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３．認定再編計画による取組



（計185床）

統合

（計185床）

記念塔病院

○ 病院と有床診療所を再編し、急性期機能と慢性期機能の一部を転換し、構想区域で不足する在宅
復帰に向けた医療やリハビリを提供する回復期医療を担う。

民間

北３１条内視鏡クリニック

(参考)再編計画のスケジュール

１医療機関
廃止

認定再編計画の事例①

交雄会新さっぽろ病院

民間民間

※令和４年10月より厚生（支）局に移管

令和２年12月 再編計画の内容について地域医療構想調整会議で協議

令和４年２月 再編計画の申請（医療法人より、北海道を経由して厚生労働省に申請） ※

令和４年３月 厚生労働大臣より再編計画認定

令和４年７月 新病院移転開業

令和４年８月 登録免許税に係る「租税特別措置法適用証明書」の申請（医療法人より厚生労働省に申請） ※

「租税特別措置法適用証明書」の交付（厚生労働省より医療法人に交付） ※

登録免許税減免適用（登記の申請書に「租税特別措置法適用証明書」を添付の上、登記）

再編計画認定手続き

税制優遇措置
手続き

建築する建物の
所有権保存登記に係る
登録免許税を軽減
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回復期 17床

慢性期 153床

機

能

別

内

訳

機

能

別

内

訳
急性期 15床

回復期 85床

慢性期 100床

機

能

別

内

訳



（計146床）

統合

（計142床）

荻原みさき病院

民間

荻原整形外科病院

４床減
(１病院廃止)

認定再編計画の事例②

荻原記念病院

民間民間

令和４年３月 再編計画の内容について地域医療構想調整会議で協議

令和４年４月 再編計画の申請（医療法人より、兵庫県を経由して厚生労働省に申請） ※

令和４年５月 厚生労働大臣より再編計画認定

令和５年２月 登録免許税に係る「租税特別措置法適用証明書」の申請（医療法人より近畿厚生局に申請） ※

「租税特別措置法適用証明書」の交付（近畿厚生局より医療法人に交付） ※

令和５年３月（予定） 登録免許税減免適用（登記の申請書に「租税特別措置法適用証明書」を添付の上、登記）

令和５年４月（予定） 新病院移転開業

再編計画認定手続き

税制優遇措置
手続き
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○ ２病院を再編し、急性期機能を回復期機能に転換し、急性期病院等から紹介された在宅復帰を目
指す患者に対し、充実したリハビリテーションを提供し主に回復期機能を担う。

回復期 60床

慢性期 34床

機

能

別

内

訳

機

能

別

内

訳
急性期 52床

回復期 112床

慢性期 30床

機

能

別

内

訳

※令和４年10月より厚生（支）局に移管

(参考)再編計画のスケジュール

建築する建物の
所有権保存登記に係る
登録免許税を軽減（予定）



〇 医療法では、都道府県知事は、病床過剰地域において、医療機関の開設・増床に関し、それぞれの行為に対して
勧告できる旨規定している（医療法第30条の11）。しかしながら、①・②の場合は、勧告を行わない旨、医政局長
通知で示している。一方、認定再編計画の枠組みを利用する前提となる２以上の医療機関の再編統合である③・④
の場合は、医政局長通知で言及していない。

〇 実態としては、③の場合は、その前後で病床数が増加しないときは勧告を行わないこととしている都道府県もあ
る。また、④の場合は、許可病床の権利のみを取引し増床の手段とするような医療計画（病床規制）の本旨と相容
れない事象にならないよう、同種の相談があった際には、十分な事前説明を求めることとしている都道府県もある。

参考：病床過剰地域における都道府県知事の権限

○医療計画について（平成29年３月31日厚生労働省医政局長通知）（抄）

８ 都道府県知事の勧告について

（４）病院又は診療所の開設者に変更があった場合であっても、その前後で病床ごとの病床数が増加されないときは、勧告は行わないこと。

（５）病院又は診療所が移転する場合であっても、その前後で、その病院又は診療所が存在する二次医療圏内の療養病床及び一般病床の数並びに都道府県
内の精神病床、結核病床又は感染症病床の数が増加されないときは、勧告は行わないこと。

なお、特定病床を有する診療所が移転する場合、その診療所が存在する二次医療圏内の既存病床数は当該特定病床分増加することとなるが、移転の
前後で病床の種別ごとの病床数が増加されないときは、勧告は行わないものとする。

医療法人A会
A医療機関

医療法人B会
A医療機関

① 同一地における開設者
の変更

（病床数が増加されない）

② 同一開設者による同一
医療圏内での移転

（病床数が増加されない）

医療法人A会
A医療機関

医療法人A会
A医療機関

移転
（同一医療圏内）

③ 同一開設者による同一医療
圏内での医療機関の再編統合

④ 異なる開設者による同一医療圏内で
の医療機関の再編統合

勧告を行わない
（医政局長通知）

勧告を行わない
（医政局長通知）

言及していない
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医療法人A会
A医療機関

医療法人A会
B医療機関

医療法人A会
A医療機関

医療法人A会
A医療機関

医療法人B会
B医療機関

医療法人B会
A医療機関

言及していない



４．今後の対応方針



今後の対応方針
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【認定再編計画の利用促進】

○ 地域医療構想に沿った再編の取組を進めるためには、地域医療構想調整会議で合意された、地域に
必要な再編に対して、厚生労働省が認定し、再編に必要なインセンティブを認めることが有効である。

〇 認定再編計画の枠組みの利用を促進するため、以下の対応を行ってはどうか。

① 認定再編計画の枠組みを利用した場合は、併設する医療機関について、医療法の施設基準の特例
を認めてはどうか。

・ 具体的には、認定再編計画の枠組みを利用した場合は、各医療機関がそれぞれ医療法上の基準を
満たし、かつ、各医療機関の患者に対する治療に支障がない場合に限り、医療機関に併設する介護
医療院の取扱いを参考に、医療法で定める施設の一部を共用することを認めることとしてはどうか。
ただし、各医療機関が同一の地域医療連携推進法人に参加していること、各医療機関のいずれも出
資持分のある医療法人により開設されたものではないことを条件としてはどうか。

② 病床過剰地域における医療機関の再編統合のうち勧告をしないことが適当と認められる場合につ
いて明確化してはどうか。

・ 具体的には、病床過剰地域における複数の医療機関の再編統合を行う場合、その前後で病床数の
合計数が増加されず、かつ、認定再編計画の枠組みを利用した場合は、勧告を行わない旨、通知で
明確化してはどうか。ただし、病床過剰地域であることに鑑み、原則、稼働していない病床数を除
いた範囲としてはどうか。



参 考



病院又は診療所と介護老人保健施設又は特別養護老人ホームとの併設等については、「病院又は診療所と介護老人保健施設等との併設等
について」(平成19年7月30日付医政発0730001号・老発0730001号厚生労働省医政局長・老健局長連名通知)により取り扱っているところであ
るが、今般、これを廃止することとし、今後、病院又は診療所と介護保険施設等とを併設する場合等については、下記の事項に留意された
い。

２ 病院又は診療所と介護保険施設等との併設について
(１) 病院又は診療所と介護保険施設等との区分について

病院又は診療所と介護保険施設等とを併設(病院又は診療所の同一敷地内又は隣接する敷地内(公道をはさんで隣接している場合を含
む。)に介護保険施設を開設していることを言う。)する場合には、患者等に対する治療、介護その他のサービスに支障がないよう、表
示等により病院又は診療所と介護保険施設等との区分を可能な限り明確にすること。

(２) 病院又は診療所に係る施設及び構造設備と介護保険施設等に係る施設及び設備との共用について
① 病院又は診療所に係る施設及び構造設備と介護保険施設等に係る施設及び設備は、それぞれの基準を満たし、かつ、各施設等の患
者等に対する治療、介護その他のサービスに支障がない場合に限り、共用が認められること。ただし、この場合にあっても、各施設
等を管理する者を明確にしなければならないこと。また、次に掲げる施設等の共用は、認められないこと。
イ 病院又は診療所の診察室(一の診療科において、二以上の診察室を有する病院又は診療所の当該診療科の一の診察室を除く。)と

介護保険施設等の診察室(介護医療院にあっては、医師が診察を行う施設を言う。)又は医務室
ロ 手術室
ハ 処置室(機能訓練室を除く。)
ニ 病院又は診療所の病室と介護医療院等の療養室又は居室
ホ エックス線装置等

なお、イ、ハ及びホについて、病院又は診療所に併設される介護保険施設等が介護医療院の場合にあっては、共用は認められる
こととする。
ただし、イについては現に存する病院又は診療所(介護療養型医療施設等から転換した介護老人保健施設を含む。)の建物の一部

を介護医療院に転用する場合に共用を認めるものとし、介護医療院に係る建物を新たに設置する場合は原則、共用は認められない
ものの実情に応じて、個別具体的に判断されたい。

② ①の判断に当たっては、共用を予定する施設についての利用計画等を提出させるなどにより、十分に精査すること。
③ 共用を予定する病院又は診療所に係る施設及び構造設備に対して医療法 (昭和 23 年法律第 205 号)第 27 条の規定に基づく使用
前検査、使用許可を 行うに当たっては、共用することによって同法に定める基準を下回ることのないよう十分に注意すること。

④ 現に存する病院又は診療所に係る施設及び構造設備と現に存する介護保険施設等に係る施設及び設備とを共用する場合には、医療
法等に定める所要の変更手続を要すること。

＜病院又は診療所と介護保険施設等との併設等について（平成30年３月27日医政発0327第31号老発0327第６号）（抄）＞
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参照条文等①：病院又は診療所と介護保険施設等との併設等について



１ 病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの区分について
病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターについては、患者等に対する治療、出産後１年を経過しない女子及び乳児に対する産後ケアそ

の他のサービスに支障がないよう、表示等により病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの区分を可能な限り明確にすれば、併設（病
院、診療所又は助産所の同一敷地内（産後ケアセンターが設 置されている施設において助産所の届出をしている場合を含む。）又は隣接す
る敷地内（公道をはさんで隣接している場合を含む。）に産後ケアセンターを開設していることをいう。）が可能であること。

２ 病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と産後ケアセンターに係る施設及び設備との共用について
（１）病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と産後ケアセンターに係る施設及び設備は、次に掲げる施設等を除き、それぞれの

基準を満たし、かつ、各施設等の患者等に対する治療、出産後１年以内の女子及び乳児に対する産後ケアその他のサービスに支障がな
い場合に限り、共用（日常的に継続して利用可能な状態にあることをいう。）が認められること。
① 病院、診療所又は助産所の診察室
② 手術室
③ 処置室（機能訓練室を除く。）
④ 病院、診療所の病室又は助産所の入所室（以下「病室等」という。）
⑤ エックス線装置等
ただし、この場合にあっても、各施設等を管理する者を明確にしなければならないこと。
なお、空いている病室等を一時的に産後ケアセンターに貸し出すことは、日常的に継続して利用可能な状態とするものではないことか

ら、共用に当たるものではなく、患者等に対する治療等に支障がない場合においては、引き続き、認められるものであること。
（２）（１）の判断に当たっては、共用を予定する施設についての利用計画等を提出させるなどにより確認すること。
（３）共用を予定する病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備に対して医療法(昭和23年法律第205号)第27条の規定に基づく使用前

検査、使用許可を行うに当たっては、共用することによって同法に定める基準を下回ることのないよう十分に注意すること。
（４）現に存する病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と現に存する産後ケアセンターに係る施設及び設備とを共用する場合に

は、医療法等に定める所要の変更手続を要すること。
（５）関係法令の規定に基づく許可等を行うに当たっては、病院、診療所、助産所、産後ケアセンターそれぞれを所管する関係課間で十分

協議の上、取り扱うこと。

＜病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの併設等について（令和２年８月５日医政発0805第１号子発0805第４号）（抄）＞
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参照条文等②：病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの併設等について



第七条 病院を開設しようとするとき、医師法（昭和二十三年法律
第二百一号）第十六条の六第一項の規定による登録を受けた者
（同法第七条の二第一項の規定による厚生労働大臣の命令を受け
た者にあつては、同条第二項の規定による登録を受けた者に限る。
以下「臨床研修等修了医師」という。）及び歯科医師法（昭和二
十三年法律第二百二号）第十六条の四第一項の規定による登録を
受けた者（同法第七条の二第一項の規定による厚生労働大臣の命
令を受けた者にあつては、同条第二項の規定による登録を受けた
者に限る。以下「臨床研修等修了歯科医師」という。）でない者
が診療所を開設しようとするとき、又は助産師（保健師助産師看
護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第十五条の二第一項の規
定による厚生労働大臣の命令を受けた者にあつては、同条第三項
の規定による登録を受けた者に限る。以下この条、第八条及び第
十一条において同じ。）でない者が助産所を開設しようとすると
きは、開設地の都道府県知事（診療所又は助産所にあつては、そ
の開設地が保健所を設置する市又は特別区の区域にある場合にお
いては、当該保健所を設置する市の市長又は特別区の区長。第八
条から第九条まで、第十二条、第十五条、第十八条、第二十四条、
第二十四条の二、第二十七条及び第二十八条から第三十条までの
規定において同じ。）の許可を受けなければならない。

２・３ （略）
４ 都道府県知事又は保健所を設置する市の市長若しくは特別区の

区長は、前三項の許可の申請があつた場合において、その申請に
係る施設の構造設備及びその有する人員が第二十一条及び第二十
三条の規定に基づく厚生労働省令並びに第二十一条の規定に基づ
く都道府県の条例の定める要件に適合するときは、前三項の許可
を与えなければならない。

５・６ （略）

第七条の二 都道府県知事は、次に掲げる者が病院の開設の許可又
は病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申請を
した場合において、当該申請に係る病院の所在地を含む地域（当
該申請に係る病床が療養病床又は一般病床（以下この条及び次条

第一項において「療養病床等」という。）のみである場合は医療
計画において定める第三十条の四第二項第十四号に規定する区域
とし、当該申請に係る病床が精神病床、感染症病床又は結核病床
（以下この項において「精神病床等」という。）のみである場合
は当該都道府県の区域とし、当該申請に係る病床が療養病床等及
び精神病床等である場合は同号に規定する区域及び当該都道府県
の区域とする。）における病院又は診療所の病床の当該申請に係
る病床の種別に応じた数（当該申請に係る病床が療養病床等のみ
である場合は、その地域における療養病床及び一般病床の数）が、
同条第八項の厚生労働省令で定める基準に従い医療計画において
定めるその地域の当該申請に係る病床の種別に応じた基準病床数
（当該申請に係る病床が療養病床等のみである場合は、その地域
における療養病床及び一般病床に係る基準病床数）に既に達して
いるか、又は当該申請に係る病院の開設若しくは病床数の増加若
しくは病床の種別の変更によつてこれを超えることになると認め
るときは、前条第四項の規定にかかわらず、同条第一項又は第二
項の許可を与えないことができる。
一 第三十一条に規定する者
二 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）の

規定に基づき設立された共済組合及びその連合会
三 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）

の規定に基づき設立された共済組合
四 前二号に掲げるもののほか、政令で定める法律に基づき設立

された共済組合及びその連合会
五 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）

の規定により私立学校教職員共済制度を管掌することとされた
日本私立学校振興・共済事業団

六 健康保険法（大正十一年法律第七十号）の規定に基づき設立
された健康保険組合及びその連合会

七 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の規定に
基づき設立された国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合
会

八 独立行政法人地域医療機能推進機構
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参照条文等③：医療法（昭和23年法律第205号）（抄）



第七条の二 （略）
２ 都道府県知事は、前項各号に掲げる者が診療所の病床の設置の

許可又は診療所の病床数の増加の許可の申請をした場合において、
当該申請に係る診療所の所在地を含む地域（医療計画において定
める第三十条の四第二項第十四号に規定する区域をいう。）にお
ける療養病床及び一般病床の数が、同条第八項の厚生労働省令で
定める基準に従い医療計画において定める当該区域の療養病床及
び一般病床に係る基準病床数に既に達しているか、又は当該申請
に係る病床の設置若しくは病床数の増加によつてこれを超えるこ
とになると認めるときは、前条第四項の規定にかかわらず、同条
第三項の許可を与えないことができる。

３ 都道府県知事は、第一項各号に掲げる者が開設する病院（療養
病床等を有するものに限る。）又は診療所（前条第三項の許可を
得て病床を設置するものに限る。）の所在地を含む地域（医療計
画において定める第三十条の四第二項第十四号に規定する区域を
いう。）における療養病床及び一般病床の数が、同条第八項の厚
生労働省令で定める基準に従い医療計画において定める当該区域
の療養病床及び一般病床に係る基準病床数を既に超えている場合
において、当該病院又は診療所が、正当な理由がなく、前条第一
項若しくは第二項の許可に係る療養病床等又は同条第三項の許可
を受けた病床に係る業務の全部又は一部を行つていないときは、
当該業務を行つていない病床数の範囲内で、当該病院又は診療所
の開設者又は管理者に対し、病床数を削減することを内容とする
許可の変更のための措置をとるべきことを命ずることができる。

４ （略）
５ 都道府県知事は、第一項若しくは第二項の規定により前条第一

項から第三項までの許可を与えない処分をし、又は第三項の規定
により命令しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議
会の意見を聴かなければならない。

６ 都道府県知事は、第三項の規定による命令をした場合において、
当該命令を受けた病院又は診療所の開設者又は管理者がこれに従
わなかつたときは、その旨を公表することができる。

７ （略）

第三十条の四 （略）
２～９ （略）
10 都道府県は、第十八項の規定により当該都道府県の医療計画が

公示された後に、急激な人口の増加が見込まれることその他の政
令で定める事情があるときは、政令で定めるところにより算定し
た数を、政令で定める区域の第二項第十七号に規定する基準病床
数とみなして、病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申
請に対する許可に係る事務を行うことができる。

11～18 （略）

第三十条の十一 都道府県知事は、医療計画の達成の推進のため特
に必要がある場合には、病院若しくは診療所を開設しようとする
者又は病院若しくは診療所の開設者若しくは管理者に対し、都道
府県医療審議会の意見を聴いて、病院の開設若しくは病院の病床
数の増加若しくは病床の種別の変更又は診療所の病床の設置若し
くは診療所の病床数の増加に関して勧告することができる。

第三十条の十二 第七条の二第三項から第五項までの規定は、医療
計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、同条第一
項各号に掲げる者以外の者が開設する病院（療養病床又は一般病
床を有するものに限る。）又は診療所（第七条第三項の許可を得
て病床を設置するものに限る。）について準用する。この場合に
おいて、第七条の二第三項中「命ずる」とあるのは「要請する」
と、同条第四項中「前三項」とあるのは「前項」と、「病床数及
び当該申請に係る病床数」とあるのは「病床数」と、同条第五項
中「第一項若しくは第二項の規定により前条第一項から第三項ま
での許可を与えない処分をし、又は第三項」とあるのは「第三
項」と、「命令しよう」とあるのは「要請しよう」と読み替える
ものとする。

２・３ （略）
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参照条文等④：医療法（昭和23年法律第205号）（抄）



第五条の三 法第三十条の四第十項に規定する政令で定める事情は、次に掲げる事情とする。
一 急激な人口の増加が見込まれること。
二 特定の疾病にり患する者が異常に多くなること。
三 その他前二号に準ずる事情として厚生労働省令で定める事情があること。

２ 法第三十条の四第十項に規定する政令で定めるところにより算定した数は、算定基準又は前条第二項の規定に従い算定した数に厚生労
働大臣に協議し、その同意を得た数を加えて得た数とする。

３ 法第三十条の四第十項に規定する政令で定める区域は、同項の申請に係る基準病床数を算定することとされた区域（次条第三項におい
て「基準病床数算定区域」という。）とする。

４ 法第三十条の四第十項に規定する政令で定める申請は、病院の開設の許可若しくは病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許
可又は診療所の病床の設置の許可若しくは診療所の病床数の増加の許可の申請とする。

＜医療法施行令（昭和23年政令第326号）（抄）＞
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参照条文等⑤

（特定の病床等に係る特例）
第三十条の三十二 令第五条の三第一項第三号に規定する厚生労働省令で定める事情は、次に掲げる事情とする。
一 山間地、離島等の交通条件に恵まれない地域において病院の病床又は診療所の療養病床の確保が必要になること。
二 その他前号に準ずる事情として厚生労働大臣が認める事情があること。

＜医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）（抄）＞

第六十五条 （略）
２・３ （略）
４ 厚生労働大臣は、第二項の病院又は診療所について第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、その

申請に係る病床の全部又は一部を除いて、第六十三条第三項第一号の指定を行うことができる。
一 （略）
二 当該申請に係る病床の種別に応じ、医療法第七条の二第一項に規定する地域における保険医療機関の病床数が、その指定により同法

第三十条の四第一項に規定する医療計画において定める基準病床数を勘案して厚生労働大臣が定めるところにより算定した数を超える
ことになると認める場合（その数を既に超えている場合を含む。）であって、当該病院又は診療所の開設者又は管理者が同法第三十条
の十一の規定による都道府県知事の勧告を受け、これに従わないとき。

三 医療法第七条の三第一項に規定する構想区域における保険医療機関の病床数が、当該申請に係る指定により同法第三十条の四第一項
に規定する医療計画において定める将来の病床数の必要量を勘案して厚生労働大臣が定めるところにより算定した数を超えることにな
ると認める場合（その数を既に超えている場合を含む。）であって、当該病院又は診療所の開設者又は管理者が同法第三十条の十一の
規定による都道府県知事の勧告を受け、これに従わないとき。

四 （略）

＜健康保険法（大正11年法律第70号）（抄）＞



８ 都道府県知事の勧告について
（１）～（３） （略）
（４） 病院又は診療所の開設者に変更があった場合であっても、その前後で病床の種別ごとの病床数が増加されないときは、勧告は行わ

ないこと。
（５） 病院又は診療所が移転する場合であっても、その前後で、その病院又は診療所が存在する二次医療圏内の療養病床及び一般病床の

数並びに都道府県内の精神病床、結核病床又は感染症病床の数が増加されないときは、勧告は行わないこと。

＜医療計画について（平成29年３月31日医政発0331厚生労働省医政局長通知）（抄）＞
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参照条文等⑥

＜保険医療機関の病床の指定に係る国民健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う医療法第三十条の七の規定に基づく勧告等の取
扱いについて（平成10年７月27日指第45号厚生省健康政策局指導課長通知）（抄）＞

第３ 医療法施行規則第30条の32に基づく厚生労働大臣が認める事情について
２ その他特別な事情が認められる場合

次に掲げる要件のいずれかを満たすとき。
（１） 過疎・病床偏在の場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすとき。

① 医療県内において病床の偏在が著しい（特定の市町村内に、概ね８０％以上の病床が集中している）こと。
② 申請に係る病院等の所在する市町村の病床数が、人口当たり病床数で比較して全国平均の２分の１以下であること。
③ 申請に係る病院等の所在地から医療圏内の中心都市までの移動所要時間が、公共交通機関で概ね２時間以上要すること。
④ 悪天候等により基幹道路の遮断、その他当該市町村の住民が日常生活を行う上で断続的に不便を余儀なくされる自然・生活環

境等の存在が認められること。
（２） 二次医療圏を越えて病院等の移転が行われる場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすとき。

① 当該病院が、現在開設地から移転することの不可避性が認められること。
② 病床が非過剰な医療圏へ移転することが困難であり、移転先以外に開設することができない必然性が認められ、かつ、当該病

院の移転が患者の受療動向に影響を与えないものであること。
③ 移転の範囲が同一都道府県であること。
④ 移転前後で両二次医療圏の病床数の合計が増加しないこと。
⑤ 移転に伴い、当該病院の現在開設地が属する医療圏において、病床が非過剰な状態を生じないこと。

（３） 複数の公的医療機関等（医療法第７条の２第１項各号に掲げる者が開設する医療機関をいう。以下同じ。）を含め、医療機関
の再編統合を行う場合（二次医療圏を越えて行う場合も含む。）にあっては、再編統合後の複数の医療機関の病床の数の合計数
が再編統合の対象となる複数の公的医療機関等を含めた医療機関の病床の数の合計数に比べて減っていること。この場合におい
て、公的医療機関等を含めた医療機関の再編統合に当たっては、都道府県において、当該公的医療機関等を含めた医療機関の役
割や公的医療機関等と民間の医療機関との役割分担を含め、医療に関する施設相互の機能分担及び業務の連携を踏まえた対応を
行うこと。また、公的医療機関等を含めた医療機関の再編統合に伴って二次医療圏内の病床数が非過剰状態になる場合には、適
切な対応を行う必要があること。



年度 主な経緯 制度改正等 財政支援等 金融・税制優遇

～H28 病床機能報告の開始

全都道府県で地域医療
構想を策定

○医療法改正（H26年公布）
・地域医療構想、病床機能報告制度の創設
・病床機能報告における過剰な医療機能への転換時の対応
・地域医療構想調整会議の協議が整わないとき等の対応
・非稼働病床の削減に向けた対応

○地域医療介護総合確保基金の
創設

・地域医療構想の達成に向けた
医療機関の施設又は設備の整
備に関する事業

○地域医療構想に係る優遇融
資

・増改築費用、長期運転資金

H29 公立・公的医療機関に
おいて、先行して対応
方針の策定

○通知：地域医療構想の進め方について
・具体的対応方針のとりまとめ
・新たな医療機関の開設の許可申請への対応（不足する医療

機能の提供に係る条件付き許可を付す場合の整理）
・非稼働病棟を有する医療機関への削減に向けた対応（地域

医療構想調整会議での説明等）
・地域医療構想調整会議の年間スケジュールの作成

H30

○医療法改正(地域医療構想の実現のため知事権限の追加)
・新たな医療機関の開設等の許可申請への対応（将来の病床

の必要量を超える場合の対応）
○通知：地域医療構想調整会議の活性化に向けた方策
・都道府県単位の地域医療構想調整会議、都道府県主催研修

会、地域医療構想アドバイザーの設置等
○通知：地域の実情に応じた定量的な基準の導入
・定量的基準の導入

R1 公立・公的医療機関等の
具体的対応方針の再検証

○通知：公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等
について
・具体的対応方針の再検証等の実施

○地域医療構想実現のための
特別償却制度

・法人税優遇措置

R2 ○病床機能再編支援事業の開始
○重点支援区域の開始

R3 ○医療介護総合確保法改正
・再編計画の認定制度創設
・病床機能再編支援事業基金
化

○認定再編計画に係る登録免
許税優遇措置

R4 医療機関の対応方針の
策定や検証・見直し

○通知：地域医療構想の進め方について
・対応方針の策定や検証・見直しの実施
・検討状況の定期的な公表

○認定再編計画に係る不動産
取得税優遇措置

○認定再編計画に係る優遇融
資

・増改築費用、長期運転資金
R５

※制度・支援・優遇については、開始以降、継続的に実施。

地域医療構想に関する主な経緯や都道府県の責務の明確化等に係る取組・支援等
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○ 地域医療構想の中で特に実施が困難な複数医療機関の再
編について、その検討段階から、相談、事例紹介、調
査・分析等を通じて、実現までの支援を行う。

○ 重点支援区域への支援で得られた知見や過去の再編事例
等の調査を通じて、地域医療構想を推進する上での課題
に対し、参考となる有効な分析、制度等の活用・改善方
策を検討する。

地域医療構想の実現に向けた医療機能分化・連携支援事業

３ 事業スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

① 地域医療構想を推進するための課題の調査・分析【拡充】

② 再編等を検討している医療機関等からの相談窓口の設置

③ 重点支援区域への申請の前段階の再編を企画・検討する区域に
対する支援（重点支援区域の設定の要否を判断するまで支援）
【拡充】

④ 国が重点的に支援する重点支援区域への再編の支援（事例紹介、
データ分析 等）

重点支援区域

厚生労働省

構想区域

③再編検討区域支援
・基本構想検討支援
・地域の協議資料作成支援
・検討の進め方支援

②相談窓口設置
・事例紹介
・補助金等案内
・オープンデータ紹介

①調査・分析
・再編事例ヒアリング
・再編課題分析及び改善案

受託事業者

④重点支援区域支援
・再編事例紹介
・地域医療データ分析
・区域内研修・勉強会の支援
・地域住民説明会支援

重点支援
区域

再編検討
区域

R2’ 14区域 -

R3’ 17区域 -

R4’

(見込み)
20区域 -

R5’

(見込み)
25区域 10区域

再編検討区域

実 施 主 体：委託事業（コンサル等）

令和５年度予算額 1.7億円（1.7億円）※（）内は前年度当初予算額

２ 事業の概要
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設置の趣旨と留意点

○ 地域医療構想の実現に向けて、地域における医療機能の分化・連携に向けた取組を支援するため、厚生労働省において、以下の

とおり都道府県等の自治体や医療機関を対象とした情報提供窓口を設置します。

情報提供窓口の概要

照会者
情報提供窓口

（厚生労働省）

照会

回答

➊相談対象

➋情報提供の内容

➌設置日・照会方法・受付時間・連絡先

➍回答方法・回答期間

✓ 都道府県、市町村、特別区

✓ 地域医療構想アドバイザー

✓ 医療機関関係者

医療機能再編等の進め方に関する情報

✓ 過去事例等を参考に、再編等を進める際の手順や会議体の活
用方法、留意が必要な法令・通知等を情報提供します。

公開されている医療統計等に関する情報

✓ 地域の医療資源の現状等を把握する上で利用できる医療統計
や、医療需要等を推計する各種ツール等を情報提供します。

経営形態に関する情報

✓ 地方独立行政法人制度や指定管理者制度等、経営形態の
変更を検討する際に留意が必要な制度等を情報提供します。

✓設置日 ：令和３年１月４日

✓照会方法 ：メールで照会を受け付けます。

✓受付時間 ：24時間受付

✓連絡先 ：iryokino-joho@mhlw.go.jp

✓ 回答方法 ：情報提供窓口担当者よりメールで回答します。

✓ 回答期間 ：通常、5営業日以内

趣旨

◼ 医療機能再編等の在り方を検討する際には、経営形態や地域の

医療ニーズに適した病床規模等、論点が多岐にわたることから、検

討を行う上で過去事例や統計データ、法令上の規制等の情報収

集が必要になる場合が想定されるため、それらの情報を入手するた
めの照会窓口として設置します。

◼ 公開資料や過去の事例等に基づいた一般的な情報を提供するこ
ととしており、個別具体的な支援には応じかねます。

◼ 通常、5営業日以内に回答いたしますが、対応の混雑状況等に
よって、さらにお時間を頂く場合がございます。

留意事項

医療機能の分化・連携に関する情報提供窓口について
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地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業

○ 都道府県は、R５年度中に第８次医療計画を策定（Ｒ６～Ｒ11年度）するとともに、地域医療構想の実現に向け、R４～５年度において医療機関の対応
方針の策定等を進めている。

○ 計画策定には、地域の現場感覚とマッチしたデータ分析が必要であるため、都道府県におけるデータ分析体制の構築を支援。
○ 分析事例を集積し、分析体制のベストプラクティスを検討・実践することで、計画策定に限らず、令和７年及び2040年に向けた地域医療構想の推進につ

いて、都道府県が自立的に分析・企画・立案できる体制の整備に繋げる。

３ 事業スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

○ 都道府県を対象に、R4厚生労働科学研究の成果を踏まえた都道府県におけるデータ分析チームの構築を支援する。
○ 都道府県は、データ分析チームを活用して、地域（二次医療圏、構想区域）の詳細分析を実施することにより、一層地域の実情に即した医療計画の策定

が可能となる。
○ 都道府県は、分析体制や分析結果、計画策定におけるデータに基づく議論の成果について事例発表を行い、取組の横展開や事例の集積を図る。

２ 事業の概要

R 4年度 R4～5年度：研究成果の実証、事例の横展開・集積

＜国＞ 厚生労働科学研究 ＜都道府県＞分析体制の構築・分析手法の実証

医療関係有識者
（大学等）

事務局
（委託事業者等）

医療機関
（医療関係団体等）

都道府県

データ
分析チーム
の構築

方
向
性
検
討

地域ごとの医療提供体制に関
する課題について、データに
基づく根拠の提示

地域の課題の抽出

地域ごとの医療需要の推移や
医療資源等に関して、データ
の詳細分析

疾病・事業ごとに必要な医療
機能の明確化を支援し、医療
機関の分担・連携を推進

詳 細 分 析

連 携 構 築 の 支 援

地
域
医
療
を
支
え
る
体
制
の
構
築

事
例
発
表
に
よ
る

取
組
の
横
展
開
・
集
積

分
析
体
制
の

ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
を
検
討

成
果

・
地
域
の
実
情
に
即
し
た

デ
ー
タ
分
析
手
法

・
地
域
で
求
め
ら
れ
る

デ
ー
タ
分
析
体
制

を
検
証
し
、
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化

現
状
把
握

連
携
推
進

第
８
次
医
療
計
画
の
策
定

地域の課題を踏まえた医
療機関の立ち位置の確認、
内部環境分析

担うべき医療機能、病床
機能・規模、整備計画等、
今後の方向性の検討

地域における医療機能の
分化・連携の検討

R6～7年度

分析体制の活用

令和４年度第二次補正予算 3.0億円（ー）※（）内は当初予算額
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● 対象となるのは、「複数医療機関の医療機能再編等事例」とし、以下①②の事例も対象となり得る。

① 再検証対象医療機関が対象となっていない再編統合事例
② 複数区域にまたがる再編統合事例

選定対象・募集時期２

支援内容３

● 「重点支援区域」は、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定する。なお、選定は複数回行うこととする。

● 都道府県は、当該区域の地域医療構想調整会議において、重点支援区域申請を行う旨合意を得た上で、「重点支援区域」に申請を行うものとする。

● 重点支援区域に対する国による技術的・財政的支援は以下を予定。

【技術的支援】（※）
・地域の医療提供体制や、医療機能再編等を検討する医療機関に

関するデータ分析
・関係者との意見調整の場の開催 等

【財政的支援】
・地域医療介護総合確保基金の優先配分
・病床機能の再編支援を一層手厚く実施

基本的な考え方１

● 重点支援区域の申請または選定自体が、医療機能再編等の方向性を決めるものではない上、重点支援区域に選定された後も医療機能再編等の結論
については、あくまでも地域医療構想調整会議の自主的な議論によるものであることに留意が必要。

【１回目（令和２年１月31日）選定】
・宮城県（仙南区域、石巻・登米・気仙沼区域）
・滋賀県（湖北区域）
・山口県（柳井区域、萩区域）

【２回目（令和２年８月25日）選定】
・北海道（南空知区域、南檜山区域）
・新潟県（県央区域）
・兵庫県（阪神区域）
・岡山県（県南東部区域）
・佐賀県（中部区域）
・熊本県（天草区域）

● これまでに以下の12道県18区域の重点支援区域を選定。

※ 今般の新型コロナへの対応を踏まえ、地域における今後の感染症対応を見据えた医療提供体制の構築に向けた検討に資するよう、国の
検討会等における議論の状況について情報提供を行う。

【３回目（令和３年１月22日）選定】
・山形県（置賜区域）
・岐阜県（東濃区域）

【４回目（令和３年12月3日）選定】
・新潟県（上越区域、佐渡区域）
・広島県（尾三区域）

重点支援区域について

選定区域５

重点支援区域設定の要否４

● 今後、全ての都道府県に対して重点支援区域の申請の意向の有無を聴取。

【５回目（令和４年４月27日）選定】
・山口県（下関区域）
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再編計画の認定に基づく地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置

医療介護総合確保法に基づく、地域医療構想調整会議の合意を得た複数医療機関の再編計画について、地方厚生（支）局長

が認定する制度。

Ａ病院：200床

Ｂ病院：50床
無床診療所へ移行

再編後のＡ総合病院
220床

再編を検討している複数医療機関

①再編計画を策定
地域医療構想調整会議（各都道府県）

②地域医療構想調整会議に諮る

③調整会議で協議し、合意

・各都道府県は、地域医療構想調
整会議において、再編計画の内容
を確認するものとする。

④地方厚生局へ再編計画を提出
（都道府県を経由）

⑤再編計画の認定

・提出された再編計画について、所定の
要件を満たすものであるか確認を行い、適当
であると認められる場合は認定を行う。

厚生労働省（地方厚生局長）

・再編計画の認定に当たっては、
必要に応じて関係都道府県の
意見を聴収する。

⑥再編計画を認定した旨を
都道府県へ通知

・提出された再編計画について、
地域医療構想の達成に向けた病
床の機能の分化及び連携を推進す
るために適切か協議を行う。

厚生労働省
地方厚生局

再編計画認定までのプロセス ＜再編計画に記載する事項＞

・再編の事業の対象とする医療機関に関する事項

・再編の事業の内容（再編前後の病床数及び病床機能等）

・再編の事業の実施時期

・再編事業を実施するために必要な資金、不動産に関する事項

＜認定を受けた際に受けることができる措置＞

・当該計画に基づき取得した不動産に対する税制優遇措置

（登録免許税、不動産取得税）

・当該計画に基づく増改築資金、長期運転資金に関する金融優

遇措置

医療機関の開設者が、医療介護総合確保法に規定する認定再編計画に基づく医療機関の再編に伴い取得した一定の不
動産に係る登録免許税、不動産取得税を軽減する特例措置を講ずる。

【 登録免許税 】 ※令和3年度創設（令和５年３月31日まで） ※ 令和８年３月31日まで延長
土地の所有権の移転登記 1,000分の10（本則：1,000分の20）
建物の所有権の保存登記 1,000分の２（本則：1,000分の４）

【不動産取得税】※令和４年度創設（令和６年３月31日まで）

課税標準について価格の2分の１を控除

１．概要

１．再編計画の認定について

２．税制上の優遇措置について

26



概 要

①医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

医師・医療従事者の働き方改革を促進するため、労働時間短縮

に資する設備に関する特別償却が出来る。

【対象設備】医療機関が、医療勤務環境改善支援センターの助言の下に

作成した医師労働時間短縮計画に基づき取得した器具・備品（医療用

機器を含む）、ソフトウェアのうち一定の規模（30万円以上）のもの

【特別償却割合】取得価格の15％

②地域医療構想の実現のための病床再編等の促進のための特別償却制度

地域医療構想の実現のため、民間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体的対応方針に基づき病床の再編等を行った

場合に取得する建物等について、特別償却が出来る。

【対象設備】病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）をした病院用等の建物及びその附属設備

（既存の建物を廃止し新たに建設する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様替）の場合）

【特別償却割合】取得価格の８％

③高額な医療用機器に係る特別償却制度

取得価格500万円以上の高額な医療用機器を取得した場合に特別償却が出来る。

【対象機器】高度な医療の提供に資するもの又は医薬品医療機器等法の指定を受けてから２年以内の医療機器

【特別償却割合】取得価格の12％

医療機関

器具・備品・
ソフトウェア※

③供用開始

医療勤務環境改善支援センター

医療労務管理アドバイザー

医業経営アドバイザー

都道府県医療勤務担当課室長
による確認

助言

確認

税務署

①計画書提出

②計画書返送

青色申告

連携

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度 （所得税、法人）
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区 分 地域医療構想を推進するための優遇融資 複数医療機関の再編等に係る融資条件の優遇融資 病院・有床診療所の通常融資条件

対象施設
病院、有床診療所

（都道府県知事の証明を受けたもの）
病院、有床診療所

（厚生労働大臣が認定した再編計画に限る）
病院、有床診療所

償還期間
（据置期間）

病院 ３０年以内（３年以内）
有床診療所２０年以内（１年以内）

同左 同左

融資限度額 所要額の９５％ 同左 所要額の７０％

貸付利率
基準金利

（当初５年は基準金利▲０．５％～▲０．１％）（※
１）

基準金利
（据置期間中無利子）（※２）

基準金利～基準金利＋０．５％

（※１）当初5年の優遇は地域医療介護総合確保基金対象事業で減床を伴う場合に限る。

（※２）据置期間中無利子は地域医療介護総合確保基金対象事業に限る。

区 分 地域医療構想達成を推進するための優遇融資 複数医療機関の再編等に係る融資条件の優遇融資 病院・有床診療所の通常融資条件

対象施設
病院、有床診療所

（都道府県知事の証明を受けたもの）
病院、有床診療所

（厚生労働大臣が認定した再編計画に限る）
病院：なし

有床診療所：新設に伴い必要な場合

償還期間
（据置期間）

１０年以内（４年以内）（※1） 同左 ３年以内（6ヵ月以内）

融資限度額
病院 ５億円（※１）
有床診療所３億円

同左 所要額の８０％

無担保貸付
５００万円まで

（機構の経営診断を受けた場合は１，０００万円）
（※２）

同左 同左

貸付利率 基準金利＋０．３％ 基準金利 基準金利＋０．８％

（※１）廃止される病院の残債に対して融資する場合（必要な補助が交付される場合に限る）は、償還期間（据置期間）を15年以内（2年以内）、特に必要
と認められる場合は20年以内（2年以内）とし、融資限度額を13.6億円とする。なお、協調融資（併せ貸しを含む）の利用を原則とする。

（※２）償還期間５年以内に限る。

長期運転資金

独立行政法人福祉医療機構による地域医療構想に係る優遇融資

増改築資金

28



国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画

（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画

(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和５年度予算案：公費で1,763億円
（医療分 1,029億円、介護分 734億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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確保基金では対処が難しい課題について対処

支援策

Ａ 再編統合に伴い必要となる施設・設備整備費

Ｂ 再編統合と一体的に行う宿舎・院内保育所の施設整備費

Ｃ 急性期病床から回復期病床等への転換に要する建設費用

Ｄ 不要となる建物（病棟・病室等）・医療機器の処分
（廃棄、解体又は売却）に係る損失

Ｅ 早期退職制度の活用により上積みされた退職金の割増相当額

F 開設者が異なる医療機関の再編時における現給保障に係る経費

G 地域医療連携推進法人の立ち上げに係る経費（設立前後3年間を上限）

H 再編統合等後の施設の基本設計・実施設計を行う際に必要となる経費

I 医療機関の再編統合に伴う研修経費

J 再編統合等の際に必要となる経費
・医療機器やベッド等の備品を移転するために必要となる経費
・患者搬送、退院支援等を行うために必要となる経費

施設・設備の整備に係る費用が基本（医療機能の分化・
連携の取組と一体的に行われるソフト事業を含む）

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
（令和５年度予算案 公費２００億円（区分Ⅰ－１））

《事業区分Ⅰ－１による支援（例）》

Ｘ病院・・・Ａ，Ｇ，Ｉ，Ｊ

Ｙ病院・・・Ｄ，Ｅ，Ｉ，Ｊ

統合後のＸ総合病院・・・Ａ，Ｂ，Ｆ，Ｇ，Ｈ

の活用が想定される

《事業区分Ⅰ－２の給付額（例）》

Ｘ病院を代表病院として
・・・②の活用 171百万円（最大）※1,2

Ｙ病院・・・・・①の活用 228百万円（最大）※1

※1 重点支援区域のため1.5倍の加算となる

※2 病床稼働率によって単価は変動（上記は最大で計算）

（参考）複数病院の再編統合時における基金活用例
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① 「単独医療機関」の取組に対する財政支援

病床数の減少を伴う病床機能再編をした医療機関に対し、減少する
病床数に応じた支援

② 「複数医療機関」の取組に対する財政支援

（ア）統合に伴い病床数を減少する場合のコストに充当するための支援
※関係医療機関全体へ交付し、配分は関係医療機関間で調整
※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援

（イ） 統合に伴って引き継がれる残債を、より長期の債務に借り換える
際の利払い費の支援

※①②ともに稼働病床の10%以上削減することが条件

事業区分Ⅰ－１では対処ができない課題について対処

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業
（令和５年度予算案 全額国費１９５億円（区分Ⅰ－２））

Ｘ病院
急性期:200床
稼働率90％

Ｙ病院
急性期:100床
稼働率90％
廃止（廃業）

統合後のＸ総合病院
急性期250床

稼働病床の１０％以上削減

複数病院の再編統合時における基金活用事例

Ａ Ｂ F G H②
が活用可能Ａ Ｄ Ｅ G I J ① ②が活用可能

重点支援区域の場合

別法人



地域医療介護総合確保基金に係る標準事業例の取扱いについて（事業内容の整理）

【事業区分Ⅰ】標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において総合的に確保するため、病床の機能分化、
連携を推進するための施設・設備整備を行う。
※補助額は都道府県が定める「基準単価」×「１床当たり平米数」×「補助率」等により算定。

○ 回復期病床への転換に限定されるものではなく、病床の機能分化・連携に特に必要な整備であれば医療機関の再編統合に係る整備
や、病床のダウンサイジングに係る整備等も対象

○ 複数医療機関により病床機能の再編等を進める際の医療機関の施設・設備整備費において、以下のような場合等であって、地域医
療構想調整会議において合意が得られている場合においては病床機能の変更を伴わない病床についても、病床機能の分化・連携に向け
た取組として当該病床機能の集約に必要な施設・設備の整備費に限り補助対象

※ ただし、補助対象となる医療機関は、実際に病床機能が集約される医療機関に限ること。
また、再編等に伴い集約された医療機関は、病床機能の集約に関する内容を都道府県に対して明らかにすること。

〇 再編統合等に付随して一体的に行う医療従事者の宿舎、院内保育所等の施設設備整備費も対象

○ 自治体病院の施設・設備整備の費用に関し、地域医療介護総合確保基金の標準事業例「５．病床の機能分化・連携を推進するため
の基盤整備」と併せて、病院事業債の活用が可能であり、その起債額の算出方法は次のとおり。

① 総事業費に対する地域医療介護総合確保基金における補助額を算出
② その他の補助金等収入の算出
③ ①及び②を除いた自己負担額（補助裏）の算出
④ ④の補助裏について、病院事業債を充当

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備

構想区域内で、複数医療機関が、同一のある病床機能を担っているケースにおいて、地域医療構想調整会議における合
意に基づき、ある医療機関に当該病床機能を集約（病床機能の変更や病床数の減少を伴わない）するとともに、他の医
療機関は別の病床機能に転換する場合
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○対象経費：自主的なダウンサイジングに伴い不要となる病棟・病室等を他の用途へ変更（機能転換以外）するために必要な改修費用
※ 建物の改修整備の一環として行う設備整備や備品の購入に要する費用も対象

○対象建物：各都道府県の地域医療構想公示日までに取得（契約）したもの

○標準単価：１㎡当たり単価：（鉄筋コンクリート）200,900円 ／ （ブロック） 175,100円

建物の改修整備費



○対象経費
自主的なダウンサイジングに伴い、不要となる建物（病棟・病室等）や不要となる医療機器の処分（廃棄、解体又は売却）に係る損

失（財務諸表上の特別損失に計上される金額に限る）
※ 再編統合等により建替や廃止等を行う医療機関の損失も対象

○対象となる建物及び医療機器
各都道府県の地域医療構想公示日までに取得（契約）したもの

※ 医療機器については、廃棄又は売却した場合に発生する損失のみを対象（「有姿除却」は対象外）。
建物については、廃棄又は売却した場合に発生する損失を対象とするが、法人税法上「有姿除却」として認められる場合に限り、廃棄又は売却を伴わ

ない損失についても対象。この場合、翌年度以降、解体する際に発生する損失についても対象。

○対象となる勘定科目
・固定資産除却損：固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用
・固定資産廃棄損：固定資産を廃棄した場合の撤去費用
・固定資産売却損：固定資産の売却価額がその帳簿価額に不足する差額

建物や医療機器の処分に係る損失

地域医療介護総合確保基金に係る標準事業例の取扱いについて（事業内容の整理）

【事業区分Ⅰ】標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係

〇 再編統合等に当たって、医療機器やベッド等の備品を移転するために必要となる経費
〇 再編統合等に当たって、患者の搬送、退院支援等を行うために必要となる経費

再編統合等の際に必要となる経費

※再編統合等：再編統合、ダウンサイジング、機能転換

○対象経費：早期退職制度（法人等の就業規則等で定めたものに限る）の活用により上積みされた退職金の割増相当額

○対象職員：地域医療構想の達成に向けた機能転換やダウンサイジングに伴い退職する職員

○上 限 額 ：600万円／人

病床機能再編に伴う早期退職制度の活用にかかる退職金

○ 開設者が異なる医療機関の再編時における現給保障に係る経費
当該再編に伴い、新たに雇用契約を締結する職員（再編を行う病院間の職員異動に限る）の現給保障に係る給与（法定福利費を除く）

・補助期間の上限 雇用契約締結後３年間
・補助総額の上限 計600万円／人

開設者が異なる医療機関の再編時における現給保障
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○ 再編統合等を行おうとする医療機関が、都道府県が地域医療構想に精通していると認め、都道府県が選定した中小企業診断士等の
専門家に相談等を行う際に必要となる経費

○ 再編統合等を行おうとする医療機関が、都道府県立ち会いの下で再編統合等に関する協議を行う際に必要となる経費
○ 再編統合等を行おうとする医療機関が、再編統合等後の施設の基本設計・実施設計を行う際に必要となる経費

再編統合等の計画の策定に当たって必要となる経費

地域医療介護総合確保基金に係る標準事業例の取扱いについて（事業内容の整理）

【事業区分Ⅰ】標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係

医療機関の再編統合により統合先医療機関に異動予定となった職員が、統合先医療機関における研修を受けるために要する費用（旅費
等）も対象
※基金による支援は、地域医療構想調整会議において再編統合が合意された日から再編統合前日までを基本とする

医療機関の再編に伴う研修経費

都道府県や医師会、医療法人等が、医療機関等の関係者に対して地域医療連携の促進を図るために開催する説明会や相談会等の運営等
に要する費用も対象

※地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携の取組につながるよう、都道府県が説明会や相談会等に関与すること

地域医療連携の促進のための説明会の開催経費

〇 地域医療構想調整会議において合意が得られた複数医療機関が関わる病床機能の分化・連携に係る計画や方針を踏まえ、病床機能
の転換・病床数の減少・複数医療機関の再編について具体の取組を進めていくことを目的として地域医療連携推進法人を立ち上げる
場合の立上げ時に必要となる費用

・補助期間の上限 法人設立前後の３年間
・補助の対象 会議費、説明会費、旅費、法人事務局経費（法人設立経費を含む）、共同研修に係る経費、調査分析、

事業計画策定・監査などの委託費、職員の異動や派遣等に伴う経費

地域医療連携推進法人の立上げに係る経費
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○都道府県主催研修会とは

地域医療構想の進め方について、各構想区域の地域医療構想調整会議の参加者や議長、事務局を含む関係者間の共有を図るために都
道府県で開催する研修会

※都道府県医師会等の関係者と十分に協議を行い、共催も含め、より実効的な開催方法について検討

○研修内容

地域医療計画課が実施する「都道府県医療政策研修会」等を参考に、行政からの説明、事例紹介、グループワーク等を実施
※行政からの説明や事例紹介の実施に当たり、厚生労働省の担当者を派遣することが可能

○対象者

地域医療構想調整会議の議長、その他の参加者、地域医療構想調整会議の事務局担当者

都道府県主催研修会の開催経費

○地域医療構想アドバイザーとは

地域医療構想の進め方に関して地域医療構想調整会議の事務局に助言を行う役割や、地域医療構想調整会議に参加し、議論が活性化
するよう参加者に助言を行う役割を担う

厚生労働省は都道府県の推薦を踏まえて都道府県ごとに「地域医療構想アドバイザー」を選出した上で、その役割を適切に果たせる
よう、研修の実施やデータの提供などの技術的支援を実施する

地域医療構想アドバイザーの活動に係る経費

地域医療構想調整会議が主催した地域医療構想セミナーの開催費用

○対象となる経費
医療機関や金融機関等の関係者に地域医療構想を理解してもらうために、地域医療構想調整会議が主催するセミナー、会議等の開催

に必要となる経費
※ 医療機関が将来を見据えた投資を行う場合や、金融機関が医療機関に融資を行う場合には、関係する医療機関と金融機関とが、地域医療構想の考え方
や議論の状況等に共通の認識を持ち、地域医療構想に沿った事業計画に基づき適切な投資・融資が行われる必要がある。

【具体的な対象経費】
人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、会場借料、委託料等

※ 本事業について、医療機関だけでなく、金融機関にも効果的な周知がなされるような方策について、金融庁と協議中。

地域医療介護総合確保基金に係る標準事業例の取扱いについて（事業内容の整理）

【事業区分Ⅰ】標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係
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地域医療介護総合確保基金の標準事業例５の取扱い（令和3年度～） ※令和３年８月12日付地域医療計画課長通知

地域医療構想調整会議における議論の状況や、病床機能報告により把握される医療機関の築年数や取組方針等を踏まえ、標準事業例５
のうち多額の費用を要することが想定される医療機関の施設整備について、早期に把握・想定した上で、医療機関が現に整備事業を実施
する時期に必要な支援を行うことができるよう、予め計画的に基金を積み立てること。
＜具体的な留意事項＞

・基金の積み立てに当たっては、積立計画（目的、想定される整備時期、想定される執行額、各年度の積立額等）を作成し国へ提出
すること。

・当該積立計画に沿って積み立てた基金については、当該計画以外に使用することはできない。事業区分Ⅰ－１の中でも区分して管
理すること。

・当該計画に変更が生じ、積み立てた基金を使用しなくなった場合には、速やかに国庫に返納すること。

＜活用が想定される情報の一例＞
① 地域医療構想に係る重点支援区域の申請や、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第64 号）に基づく再編計画

の申請等を契機として把握される情報（再編統合の時期、方向性、病床数の規模感など）
② ①のほか、地域医療構想調整会議等における議論の中で把握される情報（再編統合の時期、方向性、病床数の規模感など）
③ 病床機能報告により把握される医療機関の築年数（老朽化により建替えが想定される時期）や取組方針（将来の病床機能・病床数）等の情報
④ 医療機関等より病床機能再編を伴う建替えや増改築等の相談を受け把握している情報

１．基金の計画的な確保について

補助額に関する算定方法（基準単価×１床当たり平米数×補助率）に関し、以下に示す考え方を踏まえる。
○基準単価

地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準単価については、医療機関の施設整備費用（新築、増築）における標準単価を１㎡
当たり360千円と示しているため、都道府県において病床機能分化・連携に向けた取組を推進する観点から、適切な基準単価設定とな
るよう検討。

○１床当たり平米数
一般に、他の国庫補助事業（医療施設近代化施設整備補助事業）で定められていた1 床あたり平米数（25 ㎡）が用いられているた

め、各都道府県において、近年の一床あたり平米数の傾向を踏まえた見直しを行うことも検討。
○補助率

多くの都道府県で、基準額に対して１／２の補助率とされているが、政策医療の確保など地域の実情に応じて、より高い補助率（３
／４など）を設定している都道府県もあり、地域医療構想の実現に向けた取組を促進する観点から、必要な見直しを行うことも検討。

○その他
重点支援区域における財政的支援として「地域医療介護総合確保基金の優先配分」としていることから、より高い補助率（３／４な

ど）を設定する等の対応も検討。

２．補助額に関する適切な算定方法の検討について

35


